	鍛工品製造業


23年に引き続き、24年も上期の生産量は好調で、特に３～５月は伸び率がいずれも前年同月比で20％増の大幅増となった。しかし、6月になって陰りが現れ、伸び率は１桁台に低下した。７月以降は前年同月比を下回り、９月は15.8％減となった。原材料価格は８月以降弱含みで、受注単価も低下傾向にある。25年４月以降、近畿地域の事業用電力料金が20％程度値上げされることが見込まれており、収益面で多大な影響を受けることが懸念される。
業界概要　
　鍛造は、鉄等の金属素材を打撃・加圧することにより、素材の内部組織を緻密、均質化、強靭にするもので、所定の寸法形状に成形加工する技術である。この製法により製造されたものを鍛工品といい、強い圧力や衝撃のかかる軸類等の機械部品に使用される。
鍛造加工は、鍛造する素材の温度により、熱間鍛造と冷間鍛造に分類でき、ほとんどが熱間鍛造である。熱間鍛造は炉で加熱後、加工する方法で、比較的小さな圧力で製造できるので、大型製品の製造も可能である。だが、高温の加工で素材が膨張するため、高い寸法精度が求められる場合には、切削による仕上げ加工等が必要となる。冷間鍛造は常温のまま加工する方法で、寸法精度の高い製品を製造でき、後加工も不要な場合が多い。素材の硬度が高く、素材に比して大きな成形圧力を必要とするので、小型製品の大量生産に利用される。

　このほか、加工方法により、型鍛造、自由鍛造とロール鍛造（リングロール）に分類できる。型鍛造は上下一組の金型内に素材を入れて圧縮加工するもので、寸法精度の高い製品を効率よく製造できる。自由鍛造は上下金敷間で各種冶具・工具を用いて、局部を打撃・加圧するもので、大型製品や多品種小ロット品の製造に適している。ロール鍛造（リングロール）は複数のロールの間でリング状の半製品を成形していくもので、旋回リンク等の製造に利用される。
　鍛工品製造業界では、各企業が設備や機能を専門特化しており、棲み分けができている。
　大阪の地位
　鍛工品の用途別生産量の割合を全国でみると、自動車用が24年１～９月で全体の70.8％を占めている。産業機械・土木建設機械用は19.2％である。
一方、大阪産地では、自動車用よりも建設機械、建機部品等の産業機械・土木建設機械用の割合が高い。大阪府内企業を中心に構成される近畿鍛工品事業協同組合加盟企業（41社）の用途別生産量の割合をみると、24年１～９月において、自動車用は37.9％で、産業機械・土木建設機械用の方が43.4％と多い。このほか、その他用も17.9％あり、産業機械・土木建設機械用や自動車用を中心に幅広く製造されている。
平成22年における大阪府内の鍛工品製造業の事業所数は59、従業者数は1,122人、製造品出荷額等は404億9,847万円で、対全国比はそれぞれ16.3％、8.4％、9.0％である（大阪府『大阪の工業』、経済産業省『工業統計表（産業編）』、従業者４人以上の事業所）。
他県との比較では、事業所数は全国第１位（第２は愛知県）だが、出荷数量は愛知県、岐阜県に次いで第３位、出荷金額は愛知県、兵庫県、群馬県に次いで第４位となっている（経済産業省『工業統計表（品目編）』従業者４人以上の事業所）。

24年上期は生産好調、下期は厳しい
　リーマン・ショック（20年９月）による景気後退の影響で、21年の生産量は前年比42.8％減と大きく落ち込んだが、22年にＶ字回復し（前年比44.9％増）、23年は前年比2.7％増と堅調に推移した。
24年に入っても、１～２月は前年同月に比べて４％台の伸び率を示した。３月は同21.0％増となり、４月は29.1％増、５月は28.6％増と３割近く増加した。３～５月に生産量が大幅に増加したのは、23年３月に発生した東日本大震災により５月まで生産量が落ち込んだ反動増に加え、全体の７割を占める自動車用が、内需ではエコカー補助金、外需では米国や中国向けの輸出増により、大きく伸びたことによる。自動車用は、３月は前年同月比33.7％増、４月と５月はそれぞれ53.1％増、48.7％増と５割前後の伸び率を示した。
しかし、６月になって全体の生産量の伸び率は４％台に急落した。７月以降は前年同月を下回り、特に９月は15.8％減となった。自動車用も、６月は前年同月比12.4％増であったが、８月以降は前年同月を下回り、９月は9.5％減と低迷している。欧州のユーロ不安や中国の景気減速に加えて、日中関係の悪化が大きな要因と考えられる。ただし、自動車用でもトラック用を扱う企業では、日中関係悪化の影響はみられなかった。
産業機械・土木建設機械用は24年において、１～９月の全ての月で前年同月を下回り、５月以降は２桁減となった。特に、８月は29.1％減、９月は36.5％減と大きく落ち込んだ。自動車用以上に、中国での販売急落の影響が濃く反映されている。
　大阪産地は、産業機械・土木建設機械用が自動車用より多く、中国向けの割合も高いことから、全国よりも厳しい状況に置かれている。24年１～５月は前年同月を上回ったが、いずれも１桁台にとどまった。６月からは前年同月を下回り、８月は18.2％減、９月には26.1％減と減少幅が拡大している。
原子力プラント向けの製品は、東日本大震災の発生により、受注ストップの状況にある。
収益はやや厳しい
　製造コストの50％程度を占める原材料について、多くの企業が価格上昇分の受注単価への転嫁は可能としている。鉄の価格は高値止まりであったが、24年８月以降、７月以前に比べて10％程度低下している。原材料価格の低下を受けて、受注単価が低下する傾向にある。自動車用を製造する企業では、外国企業や国内企業との競合により受注単価は低下している。
　製造コストの５％程度を占めるエネルギーコスト（電気代、ガス代等）は、上昇分を受注単価に転嫁できず、コスト吸収に苦慮している。ガス代は５年前に比べて５割程度高くなっている。電気代節約や節電要請に対応するための製造ラインや機械の一部休止によるピークカット対策は実施済みであり、１ラインの稼動を停止することで、電気代の前年同期比２桁減を達成した企業もある。しかし、これ以上のコスト削減は難しい。
設備投資は維持・管理が中心
各企業とも、設備増設への投資はほとんどないが、設備の補修・維持等のための投資は行っている。主要設備であるエアハンマー、プレス機械は打撃・加圧に伴う消耗が激しく、部品・部材の交換や機械本体の修理・入替えを継続して行う必要があるためである。ただし、一部の企業では、現有設備よりも高い生産性達成のために毎年度多額の設備投資を行っており、内製化する金型の加工機械を導入したところもある。小ロットで、かつ受注高が少ない中で収益を確保するために、鍛造と機械加工の両技術を保有しようと工作機械を導入した企業もある。
雇用は前向き
鍛造工程では、熟練技能工の経験や勘が必要とされる部分が多く、製品の品質を維持するうえでこれら技能工の確保が重要となる。特に、熟練技術が求められる自由鍛造の場合、一定の技能を有する従業員を育てるのに６～７年を要する。このため、操業短縮を行う場合でも、人員整理は最小限にとどめてきた企業が多い。受注が大きく落ち込んだ21年でも、厚生労働省の「雇用調整助成金」を利用して雇用を維持した企業が多くみられた。
23年以降は新規採用する企業が増えている。鍛造は体力仕事の面が強いため、高校新卒や20代を中心に採用する傾向が強い。現場要員の平均年齢が20代という企業も見受けられる。また、派遣社員の正社員化を毎年度実施しているところもある。

今後の見通し
ここ２～３年間に、発注元企業において生産拠点を海外に設置する動きが加速しており、鍛工品製造業界でも海外進出を検討する企業が増えている。発注元企業の要請で、中国、タイやインドネシアに進出した企業もある。海外進出した発注元企業は、現地政府の要請等により部品の現地調達比率を高めている。

発注元企業の海外進出増により、国内受注量の減少は避けられない。減少するパイを奪い合うなかで、企業の存続・成長を指向するには、これまで以上に多品種少量生産の徹底が求められる。鍛造に加えて機械加工も提供する必要がある。ＱＣＤ（品質、価格、納期）の追求でコスト対応力を高めることも重要である。

鍛工品製造業界では、同業者の下請けを行っている企業も多い。同業者間の下請関係にある企業は、特に受注確保が課題になるだろう。
　なお、関西電力が25年４月から事業用の電力料金を平均して20％程度値上げする方針を打ち出した。特に、電気炉を利用している鍛工品製造業者は、収益面で多大な影響を受けると懸念される。　　　（山﨑　茂）
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資料：経済産業省『鉄鋼・非鉄金属・金属製品統計月報』

（注）従業者20人以上の事業所。（　）内は前年比、前年同月比。

　　　鉄系とアルミニウム系の合計で、ほとんどが鉄系である。
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